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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期 18,253 24.4 4,226 31.4 3,730 31.0 3,397 73.5

2021年12月期 14,677 6.7 3,216 186.1 2,847 190.9 1,959 201.3

（注）包括利益 2022年12月期 3,422百万円 （74.3％） 2021年12月期 1,964百万円 （211.6％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年12月期 641.39 624.65 36.6 8.6 23.2

2021年12月期 410.83 398.76 34.0 9.5 21.9

（参考）持分法投資損益 2022年12月期 －百万円 2021年12月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年12月期 50,636 11,434 22.3 1,950.71

2021年12月期 36,332 7,342 20.0 1,349.03

（参考）自己資本 2022年12月期 11,302百万円 2021年12月期 7,267百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年12月期 △3,061 △1,479 6,932 9,482

2021年12月期 △5,358 △1,173 10,496 6,561

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年12月期 － 0.00 － 132.00 132.00 711 32.1 11.6

2022年12月期 － 0.00 － 200.00 200.00 1,158 31.2 12.1

2023年12月期（予想） － 0.00 － 210.00 210.00 35.8

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 30,000 64.4 5,500 30.1 4,800 28.7 3,400 0.1 586.79

１．2022年12月期の連結業績（2022年１月１日～2022年12月31日）

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2022年12月期に係

る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

（２）連結財政状態

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2022年12月期に係
る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

（注）１．2021年12月期期末及び2022年12月期期末の配当原資には、資本剰余金が含まれております。詳細は、後述の「資本剰余金を配当原資と

する配当金の内訳」をご覧ください。

３．2023年12月期の連結業績予想（2023年１月１日～2023年12月31日）



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年12月期 5,794,275株 2021年12月期 5,387,219株
②  期末自己株式数 2022年12月期 －株 2021年12月期 44株
③  期中平均株式数 2022年12月期 5,297,814株 2021年12月期 4,768,558株

※  注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：有

新規　2社　（社名）株式会社ファンスタイルHD、株式会社ファンスタイル、除外　－社　（社名）－
（注）詳細は、添付資料Ｐ.14「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項）」をご覧ください。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無
（注）詳細は、添付資料Ｐ.17「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧くださ

い。

（３）発行済株式数（普通株式）

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前
提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ.４「１．経営成績等の概況
（４）今後の見通し」をご覧ください。



基準日 期末 合計

１株当たり配当金 132円00銭 132円00銭

配当金総額 711百万円 711百万円

基準日 期末 合計

１株当たり配当金 200円00銭 200円00銭

配当金総額 1,158百万円 1,158百万円

資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳

2021年12月期期末の配当のうち、資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳は以下のとおりです。

（注）純資産減少割合　0.145

2022年12月期期末の配当のうち、資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳は以下のとおりです。

（注）純資産減少割合　0.208
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セグメント

前連結会計年度

(自2021年１月１日

　至2021年12月31日)

当連結会計年度

(自2022年１月１日

　至2022年12月31日)

構成比 前年同期比

千円 千円 ％ ％

不動産販売事業 13,839,946 17,227,037 94.4 24.5

 （新築不動産販売部門） (5,717,910) (11,159,525) 61.1 95.2

 （再生不動産販売部門） (8,122,035) (6,067,512) 33.3 △25.3

不動産賃貸事業部門 834,781 897,020 4.9 7.5

その他 2,700 129,050 0.7 －

計 14,677,428 18,253,108 100.0 24.4

１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響の緩和に伴い社会経済活動は正常化に

向かい、緩やかな持ち直しの動きがみられています。一方で、世界的なエネルギー・原材料価格の高騰、金融資本

市場の変動等の影響により先行きについては引き続き注視する必要があります。

当社グループが属する不動産業界におきましては、不動産投資市場が緩和的な金融政策の継続を背景として国内

外投資家の投資意欲は依然として堅調に推移しております。中古マンション市場は、首都圏における成約件数が前

期比11％減となり２年ぶりに前年を下回ったものの、成約価格が１億円を超える中古マンションの成約件数は前期

比30％増となり年々増加傾向にあります。

このような事業環境の中、当社グループは資金調達力の向上を背景に都心部の好立地にて大型案件の仕入れを強

化し、更なる収益獲得を目指してまいりました。

新築不動産販売部門においては、高付加価値化が奏功し、主力とする収益不動産開発の生活利便施設の販売が利

益に貢献いたしました。再生不動産販売部門においては、価格上昇を背景に「都心３区」「100㎡」「上質」をキ

ーワードとした１戸当たり１億円以上の「プレミアム・リノベーション」シリーズの販売が好調に推移いたしまし

た。また、１戸当たり７千万円から１億円未満をターゲット領域とするプレミアム・リノベーションの新ブランド

「Ｈｉ▶Ｌａ▶Ｒｅ（ひらり）」の取扱いを開始いたしました。不動産賃貸事業部門においては、ヘルスケア施設の

取得及び竣工に伴い賃貸資産が増加し、賃貸収益に貢献いたしました。

これらの結果、当連結会計年度における当社グループの経営成績は、売上高18,253百万円（前年同期比24.4％

増）、営業利益4,226百万円（同31.4％増）、経常利益3,730百万円（同31.0％増）、負ののれん発生益817百万円

を特別利益に計上したことなどにより親会社株主に帰属する当期純利益3,397百万円（同73.5％増）となりまし

た。なお、当連結会計年度において、株式会社ファンスタイルＨＤを連結子会社としたことに伴い負ののれんが発

生いたしました。当該事象による負ののれん発生益817百万円は、2023年１月19日に公表いたしました2022年12月

期通期の「業績予想の修正に関するお知らせ」に記載のとおり、親会社株主に帰属する当期純利益に特別利益（負

ののれん発生益）として見込んでおります。

セグメントごとの経営成績は次のとおりです。

セグメント別売上高の概況

（注）１．セグメント間の内部売上は除いております。

２．その他の前年同四半期比は1,000％を超えるため「－」と記載しております。

①　新築不動産販売部門

当連結会計年度の新築不動産販売部門は、土地企画販売２件の売却、収益不動産開発の地域密着型生活利便施

設「Ａ＊Ｇ下高井戸」（東京都 世田谷区）、「Ａ＊Ｇ練馬」（東京都 練馬区）、「Ａ＊Ｇ成城学園前」（東京

都 世田谷区）及び新しい住居系ブランド１号案件として「ON」と「OFF」を「SWiTCH」で切り替えるように暮ら

す新しい形の賃貸レジデンス「ＳＷｉＴＣＨ（スイッチ）」（東京都 目黒区）の販売などにより、売上高11,159

百万円（前年同期比95.2％増）、セグメント利益3,942百万円（同211.2％増）となりました。

②　再生不動産販売部門

当連結会計年度の再生不動産販売部門は、主力である戸別リノベーションマンション販売において１戸当たり

１億円以上の「プレミアム・リノベーション」シリーズの販売が好調に推移したことなどにより、売上高6,067百

万円（前年同期比25.3％減）、セグメント利益640百万円（同74.1％減）となりました。
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③　不動産賃貸事業部門

当連結会計年度の不動産賃貸事業部門は、既存の賃貸資産の稼働率向上、ヘルスケア施設「ヴェラス八軒」

（北海道 札幌市）の取得及び住宅型有料老人ホーム「ベストライフ篠路」（北海道 札幌市）が竣工し賃貸を開

始したことなどにより売上高897百万円（前年同期比7.5％増）、セグメント利益353百万円（同55.1％増）となり

ました。

（注）セグメント利益とは、各セグメントの売上総利益から販売費用及び営業外費用を差し引いたものでありま

す。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

当連結会計年度末における総資産は前連結会計年度末に比べ、14,303百万円増加（前年同期比39.4％増）し、

50,636百万円となりました。これは、現金及び預金が2,667百万円、事業用の不動産仕入及び開発用地取得など

により販売用不動産が5,268百万円及び仕掛販売用不動産が6,057百万円それぞれ増加したことなどによるもので

す。

（負債）

当連結会計年度末における負債は前連結会計年度末に比べ、10,212百万円増加（前年同期比35.2％増）し、

39,202百万円となりました。これは、事業用の不動産仕入及び開発用地取得に係る資金調達などにより短期借入

金が1,247百万円、１年内返済予定の長期借入金が6,011百万円及び長期借入金が2,303百万円それぞれ増加した

ことなどによるものです。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産は前連結会計年度末に比べ、4,091百万円増加（前年同期比55.7％増）し、

11,434百万円となりました。これは、配当の実施に伴い資本剰余金が711百万円減少した一方、新株予約権の行

使により資本金が325百万円及び資本剰余金が325百万円、株式会社ファンスタイルＨＤとの株式交換に伴い資本

剰余金が672百万円それぞれ増加したことに加え、親会社株主に帰属する当期純利益3,397百万円を計上したこと

などによるものです。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ2,920百万円の増加となり、9,482百万円となりました。当連

結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益4,553百万円、棚卸資産の増加6,990百万円、

法人税等の支払額894百万円などにより3,061百万円の資金支出（前連結会計年度は5,358百万円の資金支出）と

なりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出1,699百万円などにより1,479百万円の

資金支出（前連結会計年度は1,173百万円の資金支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増加額1,247百万円、長期借入れによる収入15,870百

万円、長期借入金の返済による支出9,680百万円などにより6,932百万円の資金獲得（前連結会計年度は10,496百

万円の資金獲得）となりました。
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2018年12月期 2019年12月期 2020年12月期 2021年12月期 2022年12月期

自己資本比率（％） 19.0 18.1 18.1 20.0 22.3

時価ベースの自己資本比率

（％）
19.4 27.7 16.4 29.8 38.3

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（％）
－ － 9.3 － －

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
－ － 7.2 － －

（参考）　キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式を除く）により算出しております。

２．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。

３．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ています。また、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。

４．算定の結果、数値がマイナスの場合及び算出不能の場合は、「－」で表記しております。

（４）今後の見通し

2023年12月期の取り組みとして、新築不動産販売部門においては、引き続き成長ドライバーとなる収益不動産開

発事業の住居系開発と商業系開発を積極的に展開し、競争優位性のある商品企画により更なる高付加価値化を追求

するとともに、ブランド力向上と地方主要都市へのエリア拡大を図ってまいります。また、分譲マンション事業に

おいては、「ラ・アトレレジデンス」ブランドを地方主要都市に展開するとともに、当連結会計年度に新たに連結

子会社となった株式会社ファンスタイルによる、沖縄エリアでの事業拡大を図り、事業基盤の強化と競争優位性が

発揮できる独自のポジションを確立してまいります。

再生不動産販売部門においては、１戸当たり１億円以上の「プレミアム・リノベーション」シリーズを中心とし

た商品に注力し、「高価格帯」「100㎡以上」「都心３区（千代田区・港区・渋谷区）」をターゲットとした仕入

活動を行うとともに、富裕層のニーズに対応した企画・デザイン力により、価格競争に巻き込まれることのない競

争優位性の高い高付加価値の商品を提供し独自のポジションを確立してまいります。また、同シリーズより新ブラ

ンド化いたしました１戸当たり７千万円から１億円未満の「都心５区（千代田区・港区・渋谷区、目黒区、新宿

区）」「上質」をターゲットとした商品を仕入れ、「プレミアム・リノベーション」シリーズで培った企画・デザ

イン力を活かし「都心を華麗にひらりと生きる」をコンセプトにした「Ｈｉ▶Ｌａ▶Ｒｅ（ひらり）」を展開し、ブ

ランド力向上と競争優位性の高い高付加価値の商品を提供し独自のポジションを確立してまいります。

不動産賃貸事業部門においては、既存オペレーターとのリレーション構築及び優秀な新規オペレーターの発掘に

注力するとともに、社会的ニーズの高いヘルスケア施設への積極的な投資を進め、賃貸ポートフォリオの最適化を

図り安定的な収益の確保を図ってまいります。

これらの結果、2023年12月期の連結業績につきましては、売上高30,000百万円、営業利益5,500百万円、経常利

益4,800百万円、親会社株主に帰属する当期純利益3,400百万円を見込んでおります。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社では、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つとして考えており、配当については企業体質の強化

と将来の事業展開を勘案しながら業績に応じて配当を実施することとし、親会社株主に帰属する当期純利益をベー

スとした配当性向「30％以上目標」とする利益還元を目指すことを基本方針としております。

2022年12月期の期末配当につきましては、通期業績を総合的に勘案した結果、１株当たり200円、配当性向

31.2％を予定しております。

なお、次期の配当予想につきましては、１株当たり210円を予定しております。
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を確保するため、日本基準で連結財務諸表

を作成しております。

　なお、国際会計基準（ＩＦＲＳ）の適用につきましては、今後の我が国における会計基準の動向等を考慮のうえ、対

応を検討してまいります。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※１ 6,814,965 9,482,711

売掛金 5,255 4,730

販売用不動産 ※１,※３ 7,227,939 ※１,※３ 12,495,968

仕掛販売用不動産 ※１ 10,286,202 ※１ 16,343,214

前渡金 416,773 658,888

前払費用 66,807 ※１ 147,385

その他 1,176,869 185,577

貸倒引当金 △900 △1,507

流動資産合計 25,993,913 39,316,970

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※１,※３ 5,872,663 ※１,※３ 6,450,564

減価償却累計額 △606,397 △724,611

建物及び構築物（純額） ※１,※３ 5,266,266 ※１,※３ 5,725,952

機械装置及び運搬具 － 26,982

減価償却累計額 － △23,438

機械装置及び運搬具（純額） － 3,543

工具、器具及び備品 ※１ 76,703 ※３ 52,517

減価償却累計額 △8,877 △15,781

工具、器具及び備品（純額） ※１ 67,825 ※３ 36,736

土地 ※１,※３ 4,051,683 ※１,※３ 4,515,545

建設仮勘定 ※１ 281,558 53,900

有形固定資産合計 9,667,333 10,335,677

無形固定資産

借地権 106,119 ※３ 36,593

その他 2,289 3,319

無形固定資産合計 108,408 39,913

投資その他の資産

投資有価証券 ※２ 159,173 ※２ 330,882

出資金 10,450 13,790

長期貸付金 － 72,244

長期前払費用 20,863 ※１ 158,252

繰延税金資産 95,786 114,711

その他 265,168 245,331

投資その他の資産合計 551,442 935,212

固定資産合計 10,327,184 11,310,803

繰延資産

社債発行費 11,425 8,580

繰延資産合計 11,425 8,580

資産合計 36,332,523 50,636,354

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 280,916 547,830

短期借入金 ※１,※４ 2,950,000 ※１,※４ 4,197,600

１年内償還予定の社債 10,000 10,000

１年内返済予定の長期借入金 ※１ 2,936,936 ※１ 8,948,282

未払金 314,379 513,155

未払費用 9,409 24,590

未払法人税等 829,436 1,082,636

未払消費税等 108,440 78,718

前受金 472,975 413,067

預り金 183,106 95,604

前受収益 62,145 77,962

賞与引当金 55,935 54,650

役員賞与引当金 10,450 22,200

その他 1,256 2,230

流動負債合計 8,225,388 16,068,527

固定負債

社債 830,000 920,000

長期借入金 ※１,※４ 19,018,761 ※１,※４ 21,321,997

繰延税金負債 － 5,447

長期預り敷金保証金 622,818 596,925

資産除去債務 112,307 112,909

その他 180,686 176,273

固定負債合計 20,764,574 23,133,554

負債合計 28,989,962 39,202,081

純資産の部

株主資本

資本金 288,332 613,926

資本剰余金 1,358,007 1,645,001

利益剰余金 5,661,916 9,059,889

自己株式 △96 －

株主資本合計 7,308,160 11,318,818

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △33,843 △27,064

繰延ヘッジ損益 △9,037 △6,955

為替換算調整勘定 2,171 18,148

その他の包括利益累計額合計 △40,710 △15,870

新株予約権 75,111 131,324

純資産合計 7,342,560 11,434,272

負債純資産合計 36,332,523 50,636,354
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（単位：千円）

 前連結会計年度
(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

 当連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 14,677,428 18,253,108

売上原価 9,540,070 12,237,962

売上総利益 5,137,357 6,015,146

販売費及び一般管理費 ※ 1,920,374 ※ 1,788,583

営業利益 3,216,983 4,226,563

営業外収益

受取利息 2,000 1,968

受取配当金 1,472 3,279

為替差益 58,130 106,745

その他 45,335 40,835

営業外収益合計 106,938 152,828

営業外費用

支払利息 243,457 402,668

社債利息 2,077 7,171

支払手数料 172,762 142,858

社債発行費等償却 2,343 4,636

その他 55,968 91,625

営業外費用合計 476,608 648,961

経常利益 2,847,314 3,730,430

特別利益

固定資産売却益 18,801 2,989

関係会社株式売却益 － 1,855

資産除去債務戻入益 4,174 －

負ののれん発生益 － 817,906

特別利益合計 22,975 822,750

特別損失

固定資産売却損 20,105 －

固定資産除却損 9,807 －

特別損失合計 29,913 －

税金等調整前当期純利益 2,840,376 4,553,180

法人税、住民税及び事業税 893,653 1,175,289

法人税等調整額 △12,320 △20,081

法人税等合計 881,332 1,155,207

当期純利益 1,959,043 3,397,973

親会社株主に帰属する当期純利益 1,959,043 3,397,973

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：千円）

 前連結会計年度
(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

 当連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

当期純利益 1,959,043 3,397,973

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 7 6,779

繰延ヘッジ損益 2,098 2,082

為替換算調整勘定 2,878 15,977

その他の包括利益合計 ※ 4,984 ※ 24,840

包括利益 1,964,028 3,422,813

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,964,028 3,422,813

非支配株主に係る包括利益 － －

（連結包括利益計算書）
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（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 250,000 967,457 3,702,872 △607,258 4,313,070

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の
配当

△196,910 △196,910

親会社株主に帰属する当期純利
益

1,959,043 1,959,043

自己株式の取得 △96 △96

新株予約権の行使 38,332 587,461 607,258 1,233,053

株式交換による増加 －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

当期変動額合計 38,332 390,550 1,959,043 607,161 2,995,089

当期末残高 288,332 1,358,007 5,661,916 △96 7,308,160

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 △33,851 △11,135 △707 △45,695 81,918 4,349,293

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の
配当

△196,910

親会社株主に帰属する当期純利
益

1,959,043

自己株式の取得 △96

新株予約権の行使 1,233,053

株式交換による増加 －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

7 2,098 2,878 4,984 △6,807 △1,822

当期変動額合計 7 2,098 2,878 4,984 △6,807 2,993,267

当期末残高 △33,843 △9,037 2,171 △40,710 75,111 7,342,560

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）
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（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 288,332 1,358,007 5,661,916 △96 7,308,160

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の
配当

△711,107 △711,107

親会社株主に帰属する当期純利
益

3,397,973 3,397,973

自己株式の取得 △499,895 △499,895

新株予約権の行使 325,593 325,593 651,187

株式交換による増加 672,507 499,992 1,172,500

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

当期変動額合計 325,593 286,993 3,397,973 96 4,010,657

当期末残高 613,926 1,645,001 9,059,889 － 11,318,818

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 △33,843 △9,037 2,171 △40,710 75,111 7,342,560

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の
配当

△711,107

親会社株主に帰属する当期純利
益

3,397,973

自己株式の取得 △499,895

新株予約権の行使 651,187

株式交換による増加 1,172,500

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

6,779 2,082 15,977 24,840 56,213 81,053

当期変動額合計 6,779 2,082 15,977 24,840 56,213 4,091,711

当期末残高 △27,064 △6,955 18,148 △15,870 131,324 11,434,272

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
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（単位：千円）

 前連結会計年度
(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

 当連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,840,376 4,553,180

減価償却費 208,725 241,409

負ののれん発生益 － △817,906

賞与引当金の増減額（△は減少） 55,935 △1,285

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 10,450 11,750

受取利息及び受取配当金 △3,472 △5,247

支払利息及び社債利息 245,534 409,840

支払手数料 172,762 142,858

固定資産売却益 △18,801 △2,989

資産除去債務戻入益 △4,174 －

固定資産売却損 20,105 －

固定資産除却損 9,807 －

関係会社株式売却損益（△は益） － △1,855

売上債権の増減額（△は増加） 15,820 1,155

前渡金の増減額（△は増加） △153,902 △202,115

棚卸資産の増減額（△は増加） △7,513,632 △6,990,723

仕入債務の増減額（△は減少） △94,049 266,913

前受金の増減額（△は減少） △798,386 △116,508

未払又は未収消費税等の増減額 124,365 △168,454

その他 245,653 1,009,510

小計 △4,636,883 △1,670,468

利息及び配当金の受取額 3,472 5,247

利息の支払額 △245,470 △407,059

支払手数料の支払額 △100,950 △94,675

法人税等の支払額 △378,537 △894,958

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,358,368 △3,061,914

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △253,231 －

定期預金の払戻による収入 225,820 253,231

出資金の払込による支出 △980 －

出資金の回収による収入 350 －

有形固定資産の取得による支出 △1,384,965 △1,699,834

有形固定資産の売却による収入 276,176 24,380

無形固定資産の取得による支出 △2,232 △289

投資有価証券の取得による支出 △31,387 △72,715

投資有価証券の売却による収入 － 19,250

建設協力金の支払による支出 △3,499 △3,499

その他 171 86

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,173,778 △1,479,391

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（単位：千円）

 前連結会計年度
(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

 当連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △513,700 1,247,600

長期借入れによる収入 13,564,300 15,870,500

長期借入金の返済による支出 △4,203,486 △9,680,398

社債の発行による収入 800,000 100,000

社債の償還による支出 △110,000 △10,000

新株予約権の行使による株式の発行による収入 112 600,084

新株予約権の発行による収入 7,987 14,252

自己株式の処分による収入 1,148,400 －

自己株式の取得による支出 △96 △499,895

配当金の支払額 △196,508 △709,779

リース債務の返済による支出 △565 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,496,442 6,932,363

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,878 15,977

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,967,173 2,407,035

現金及び現金同等物の期首残高 2,594,560 6,561,734

株式交換による現金及び現金同等物の増加額 － 513,941

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 6,561,734 ※ 9,482,711

- 13 -

株式会社ＬＡホールディングス（2986）　2022年12月期　決算短信



（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数

7社

主要な連結子会社の名称

株式会社ラ・アトレ

株式会社ＬＡアセット

株式会社ラ・アトレレジデンシャル

L'ATTRAIT PROPERTY DEVELOPMENT INC.

株式会社ファンスタイルHD

株式会社ファンスタイル

株式会社ファンスタイルリゾート

　2022年12月29日付で株式会社ファンスタイルHDの株式を一部取得し、同年12月30日付で当社を株式交換

完全親会社、同社を株式交換完全子会社とする株式交換を行ったため、当連結会計年度より同社及び同社

の子会社である株式会社ファンスタイル、株式会社ファンスタイルリゾートを連結の範囲に含めておりま

す。

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

株式会社ビガロエージェンシー、株式会社沖縄合人社

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない関連会社の名称

ＬＡ・ＢＳＰビジョンファンド投資事業有限責任組合

　持分法を適用しない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

が連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外

しております。また、前連結会計年度まで持分法を適用しない関連会社であったリエゾン・パートナーズ

株式会社は、当連結会計年度において所有していた株式を全て売却したため、持分法を適用しない関連会

社より除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

　なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされる

もの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方法によっております。
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②　デリバティブ

　時価法を採用しております。

③　棚卸資産

販売用不動産

　個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

仕掛販売用不動産

　個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)、並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　７～47年

機械装置及び運搬具　　　　　　　６年

工具、器具及び備品　　　　　３～15年

　また、2007年３月31日以前に取得したものについては、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。

③　長期前払費用

　均等償却によっております。

(3）重要な繰延資産の処理方法

　　社債発行費

定額法を採用しております。

償却年数　３年

(4）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属

する額を計上しております。

③　役員賞与引当金

　役員への業績連動型報酬の支払いに備えるため、役員に対する業績連動型報酬の支給見込額のうち、当連

結会計年度に帰属する額を計上しております。
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(5）重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

これらの事業から生じる収益は顧客との契約等に従い計上しており、対価の金額が変動しうる重要な変動

対価はありません。また、顧客と約束した対価の額は概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含ま

れておりません。

①　不動産販売事業

イ．新築不動産販売部門

新築不動産販売は、デベロップメント業務、土地企画販売業務、新築マンション買取再販業務おける仕

入、開発、販売を主に行う事業であり、顧客との不動産売買契約に基づき当該物件の引渡しを行う義務を負

っております。

当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡し時点において収益を計上

しております。

取引価格は不動産売買契約等により決定され、契約締結時に売買代金の一部を手付金として受領し、物件

引渡時に残代金の支払いを受けております。

ロ．再生不動産販売部門

再生不動産販売は、戸別リノベーション販売業務、一棟リノベーションマンション分譲業務、インベスト

メントプロジェクト業務における仕入、内装、販売を主に行う事業であり、顧客との不動産売買契約に基づ

き当該物件の引渡しを行う義務を負っております。

当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡し時点において収益を計上

しております。

取引価格は不動産売買契約等により決定され、契約締結時に売買代金の一部を手付金として受領し、物件

引渡時に残代金の支払いを受けております。

②　不動産賃貸事業部門

不動産賃貸は、固定資産として保有する不動産の賃貸管理、販売用不動産として所有する転売前物件のテ

ナント等の賃貸管理を主に行う事業を行っております。

当該不動産の賃貸による収益は、リース取引に関する会計基準に従い賃貸借期間にわたり認識しておりま

す。また、当該不動産賃貸に係る付随業務として賃貸手数料等の履行義務はそれぞれのサービスが提供され

る一時点で充足されるものであり、サービスの提供が完了した時点において収益を計上しております。

取引価格は不動産賃貸契約等により決定され、賃料は当月分を前月末に支払いを受けております。

③　その他

報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リフォーム事業、仲介事業を含んでおります。

仲介事業は、不動産の売買の際に買主と売主の間に立ち売買契約を成立させる事業であり、顧客との媒介

契約等に基づき取引条件の交渉・調整等の契約成立に向けての業務、重要事項説明書の交付・説明、契約書

の作成・交付及び契約の履行手続きへの関与等の一連の業務に関する義務を負っております。

当該履行義務は媒介契約等により成立した不動産売買契約に関する物件が引き渡される一時点で充足され

るものであり、当該引渡し時点において収益を計上しております。

取引価格は契約等により決定され、物件引渡時に代金の支払いを受けております。

(6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。

(7）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…金利スワップ

　ヘッジ対象…借入金
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③　ヘッジ方針

　金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、そ

の変動額の比率によって有効性を評価しております。

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少

なリスクしか負わない短期的な投資であります。

(9）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　棚卸資産に係る控除対象外消費税等は販売費及び一般管理費に計上しております。

　なお、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産「その他」に計上し、５年間で均等償却

を行っております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当連結会計年度の損益、１株当たり情報及び利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

新型コロナウイルス感染症の拡大による影響については、今後の広がり方や収束時期等を正確に予測すること

は困難な状況にあります。なお、販売物件の引渡時期、建設工事の完了時期等の遅れに伴う売上計上の時期に多

少の影響は生じるものの、プロジェクトの件数や規模に減少等は見られず、現時点で同感染症による当社グルー

プ事業に与える影響は限定的であることから、当社グループ事業への影響は軽微であると仮定して会計上の見積

りを行っております。

なお、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響は不確定要素が多く、不動産市況が悪化した場合には、当

社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。
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前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

現金及び預金 253,231千円 －千円

販売用不動産 6,719,581 11,536,500

仕掛販売用不動産 9,718,037 15,829,447

前払費用 － 1,108

建物及び構築物 5,197,257 5,576,787

工具、器具及び備品 55,266 －

土地 4,042,874 4,383,910

建設仮勘定 281,558 －

長期前払費用 － 112,281

計 26,267,806 37,440,033

前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

短期借入金 2,950,000千円 4,197,600千円

１年内返済予定の長期借入金 2,703,655 8,753,327

長期借入金 17,431,778 19,995,307

計 23,085,434 32,946,234

前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

投資有価証券（株式） 17,395千円 15,530千円

投資有価証券（出資金） － 55,000

（連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。

担保に供している資産

担保付債務

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

※３　資産の保有目的の変更

前連結会計年度（2021年12月31日）

当社連結子会社である株式会社ラ・アトレにおいて、建物及び構築物より2,918千円、土地より17,758千円を

保有目的の変更により販売用不動産へ20,677千円振替えております。また、当社連結子会社である株式会社ＬＡ

アセットにおいて、建物及び構築物より31,943千円、土地より172,618千円を保有目的の変更により販売用不動

産へ204,561千円振替えております。

当連結会計年度（2022年12月31日）

当社連結子会社である株式会社ラ・アトレにおいて、建物及び構築物より763,554千円、工具、器具及び備品

より53,257千円、土地より424,222千円、借地権より69,525千円を保有目的の変更により販売用不動産へ

1,310,559千円振替えております。また、当社連結子会社である株式会社ＬＡアセットにおいて、建物及び構築

物より78,795千円、土地より335,737千円を保有目的の変更により販売用不動産へ414,532千円振替えておりま

す。
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前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

当座貸越極度額及びコミットメントライン

の総額
4,537,000千円 7,559,000千円

借入実行残高 3,503,000 5,069,300

差引額 1,034,000 2,489,700

※４　当座貸越契約及びコミットメントライン契約

連結子会社（株式会社ラ・アトレ及び株式会社ラ・アトレレジデンシャル）においては、事業資金の効率的な

調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及びコミットメントライン契約を締結しております。

これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

　前連結会計年度
（自　2021年１月１日

　　至　2021年12月31日）

　当連結会計年度
（自　2022年１月１日

　　至　2022年12月31日）

販売手数料 453,904千円 254,307千円

広告宣伝費 166,303 61,665

営業諸経費 66,022 96,526

役員報酬 78,484 83,084

役員賞与引当金繰入額 10,450 22,200

従業員給与手当 312,635 362,792

賞与引当金繰入額 55,935 54,650

手数料 251,147 236,548

減価償却費 5,152 11,101

賃借料 70,190 48,548

租税公課 177,396 196,091

（連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　2021年１月１日

至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

その他有価証券評価差額金：

当期発生額 80千円 7,707千円

組替調整額 － －

税効果調整前 80 7,707

税効果額 △72 △928

その他有価証券評価差額金 7 6,779

繰延ヘッジ損益：

当期発生額 △278 16

組替調整額 3,302 2,985

税効果調整前 3,024 3,001

税効果額 △926 △919

繰延ヘッジ損益 2,098 2,082

為替換算調整勘定：

当期発生額 2,878 15,977

組替調整額 － －

税効果調整前 2,878 15,977

税効果額 － －

為替換算調整勘定 2,878 15,977

その他の包括利益合計 4,984 24,840

（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額
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株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 5,274,919 112,300 － 5,387,219

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 695,600 44 695,600 44

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結

会計年度末

提出会社

ストック・オプションとし 

ての新株予約権

（注）１

－ － － － － 75,111

行使価額修正条項付第４回

新株予約権（注）２
普通株式 － 345,600 345,600 － －

行使価額修正条項付第５回

新株予約権（注）２
普通株式 － 350,000 350,000 － －

合計 － 695,600 695,600 － 75,111

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年３月30日

定時株主総会
普通株式 196 43.00 2020年12月31日 2021年３月31日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年３月30日

定時株主総会
普通株式 資本剰余金 711 132.00 2021年12月31日 2022年３月31日

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

（変動事由の概要）

新株予約権の行使による新株の発行による増加　　　　　112,300株

２　自己株式に関する事項

（変動事由の概要）

単元未満株式の買増請求による増加　　　　　　　　　　　　 44株

新株予約権の行使による自己株式の処分による減少　　　695,600株

３　新株予約権等に関する事項

（注）１．ストック・オプションとしての新株予約権のうち、68,002千円については、権利行使期間の初日が到来してお

りません。

２．目的となる株式の数の変動事由の概要

第４回及び第５回の行使価額修正条項付新株予約権の増加は、発行によるものであります。また、減少は権利

行使により自己株式を処分したものであります。

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 5,387,219 407,056 － 5,794,275

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 44 227,300 227,344 －

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結

会計年度末

提出会社

ストック・オプションとし 

ての新株予約権

（注）１

－ － － － － 122,690

行使価額修正条項付第10回

新株予約権（注）２
普通株式 － 200,000 200,000 － －

行使価額修正条項付第11回

新株予約権（注）２
普通株式 － 200,000 － 200,000 5,204

行使価額修正条項付第12回

新株予約権（注）２
普通株式 － 200,000 － 200,000 3,430

合計 － 600,000 200,000 400,000 131,324

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年３月30日

定時株主総会
普通株式 711 132.00 2021年12月31日 2022年３月31日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年３月30日

定時株主総会
普通株式 資本剰余金 1,158 200.00 2022年12月31日 2023年３月31日

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

（変動事由の概要）

新株予約権の行使による新株の発行による増加　　　　　　284,400株

株式交換による新株の発行による増加　　　　　　　　　　122,656株

２　自己株式に関する事項

（変動事由の概要）

会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取得による増加　　　227,300株

株式交換による自己株式の処分による減少　　　　　　　　　　　　　　　 227,344株

３　新株予約権等に関する事項

（注）１．ストック・オプションとしての新株予約権のうち、107,466千円については、権利行使期間の初日が到来して

おりません。

２．目的となる株式の数の変動事由の概要

第10回、第11回及び第12回の行使価額修正条項付新株予約権の増加は、発行によるものであります。また、第

10回の行使価額修正条項付新株予約権の減少は権利行使によるものであります。

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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前連結会計年度
（自　2021年１月１日

至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

現金及び預金 6,814,965千円 9,482,711千円

預入期間が３か月を超える

定期預金
253,231 －

現金及び現金同等物 6,561,734 9,482,711

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）

合計
新築不動産
販売部門

再生不動産
販売部門

不動産賃貸
事業部門

計

売上高

外部顧客への売上高 5,717,910 8,122,035 834,781 14,674,727 2,700 14,677,428

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － 172,270 172,270

計 5,717,910 8,122,035 834,781 14,674,727 174,971 14,849,698

セグメント利益 1,266,966 2,470,623 227,885 3,965,474 174,971 4,140,446

セグメント資産 14,999,597 4,050,665 9,828,244 28,878,507 － 28,878,507

セグメント負債 12,454,466 3,881,959 8,494,543 24,830,969 － 24,830,969

その他の項目

減価償却費 － － 203,573 203,573 － 203,573

支払利息 97,030 33,636 98,548 229,216 － 229,216

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
－ － 1,585,641 1,585,641 － 1,585,641

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社グループは事業部門、管理部門を基礎とした事業区分別セグメントから構成されており、「新築不動産

販売部門」、「再生不動産販売部門」及び「不動産賃貸事業部門」の３つを報告セグメントとしております。

　「新築不動産販売部門」は、デベロップメント業務、土地企画販売業務、新築マンション買取再販業務にお

ける仕入、販売を主に行っております。「再生不動産販売部門」は、戸別リノベーションマンション販売業

務、一棟リノベーション分譲業務、インベストメントプロジェクト業務における仕入、内装、販売を主に行っ

ております。「不動産賃貸事業部門」は、固定資産として保有する不動産の賃貸管理、販売用不動産として所

有する転売前物件のテナント等の賃貸管理を主に行っております。

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されているセグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リフォーム事業、仲介事業を含ん

でおります。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）

合計
新築不動産
販売部門

再生不動産
販売部門

不動産賃貸
事業部門

計

売上高

外部顧客への売上高 11,159,525 6,067,512 897,020 18,124,058 129,050 18,253,108

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － 178,091 178,091

計 11,159,525 6,067,512 897,020 18,124,058 307,141 18,431,199

セグメント利益 3,942,619 640,172 353,530 4,936,322 307,141 5,243,464

セグメント資産 21,504,723 8,373,082 9,970,462 39,848,267 － 39,848,267

セグメント負債 18,613,324 7,059,858 8,762,918 34,436,101 9,551 34,445,652

その他の項目

減価償却費 － － 230,307 230,307 － 230,307

支払利息 211,785 76,122 101,700 389,608 － 389,608

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
211,427 － 2,122,436 2,333,864 － 2,333,864

（単位：千円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 14,674,727 18,124,058

「その他」の区分の売上高 174,971 307,141

セグメント間取引消去 △172,270 △178,091

連結財務諸表の売上高 14,677,428 18,253,108

（単位：千円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 3,965,474 4,936,322

「その他」の区分の利益 174,971 307,141

セグメント間取引消去 △172,270 △178,091

全社費用（注） △1,120,861 △1,334,942

連結財務諸表の経常利益 2,847,314 3,730,430

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リフォーム事業、仲介事業を含ん

でおります。

４　報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（注）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び営業外損益であります。
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（単位：千円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 28,878,507 39,848,267

「その他」の区分の資産 － －

全社資産（注） 7,454,015 10,788,086

連結財務諸表の資産合計 36,332,523 50,636,354

（単位：千円）

負債 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 24,830,969 34,436,101

「その他」の区分の負債 － 9,551

全社負債（注） 4,158,993 4,756,428

連結財務諸表の負債合計 28,989,962 39,202,081

（単位：千円）

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 203,573 230,307 － － 5,152 11,101 208,725 241,409

支払利息 229,216 389,608 － － 14,241 13,060 243,457 402,668

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
1,585,641 2,333,864 － － 28,756 253,766 1,614,398 2,587,630

（注）　全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金並びに固定資産であります。

（注）　全社負債は、主に報告セグメントに帰属しない有利子負債であります。

（注）　減価償却費の調整額は、全社資産に係る減価償却費であります。支払利息の調整額は、運転資金の借入に伴う

支払利息であります。有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない

本社建物の設備投資等であります。
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【関連情報】

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  2021年１月１日  至  2021年12月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自  2022年１月１日  至  2022年12月31日）

　当連結会計年度において、株式会社ファンスタイルHDを連結子会社としたことにより、「新築不動産販売部

門」セグメントにおいて負ののれんが発生しております。当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当連結

会計年度において817,906千円であります。なお、負ののれん発生益は特別利益のため、上記セグメント利益に

は含まれておりません。

　また、負ののれん発生益の金額は当連結会計年度末において、取得原価の配分が終了していないため、暫定的

に算定した金額であります。
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前連結会計年度
（自　2021年１月１日

至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

１株当たり純資産額 1,349.03円 1,950.71円

１株当たり当期純利益 410.83円 641.39円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 398.76円 624.65円

項目
前連結会計年度

（自　2021年１月１日
至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 1,959,043 3,397,973

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
1,959,043 3,397,973

普通株式の期中平均株式数（株） 4,768,558 5,297,814

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 144,272 141,962

（うち新株予約権（株）） (144,272) (141,962)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の

概要

－

2022年８月10日開催の取締役会

決議による新株予約権

第11回新株予約権

新株予約権の個数　2,000個

（普通株式　200,000株）

第12回新株予約権

新株予約権の個数　2,000個

（普通株式　200,000株）

項目
前連結会計年度

（2021年12月31日）
当連結会計年度

（2022年12月31日）

純資産の部の合計額（千円） 7,342,560 11,434,272

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 75,111 131,324

（うち新株予約権（千円)） (75,111) (131,324)

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 7,267,449 11,302,948

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通

株式の数（株）
5,387,175 5,794,275

（１株当たり情報）

（注）１．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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